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インベスターズガイド
【2023年3月期】

本誌の記載内容は今後予告無く変更されることがあります。
2023年8月　いちよし証券作成



いちよしのクレド

将来の見通しに関する注意事項
本誌には、いちよし証券グループの将来についての計画や戦略、財政状態及び業績に関する記述が含まれています。
これらの記述は、当社が現時点で把握可能な市場動向、経済情勢、金融業界における環境変化、法規制や税制などから判断した仮定に基づくものであり、
将来の財政状態及び業績は、経営環境の変化などにより、見通しと異なる可能性があります。
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　当社グループは、「今までの日本にない証券会社をつくろう」を合言葉とし、「金融・証券界のブランド・

ブティックハウス」を目指し、その実現に日々取り組んでおります。2006年に制定された「いちよしのクレ

ド」において、「社員」「お客様」「株主」「社会」といったステークホルダーの皆様への存在意義を定め、

業績の向上と企業価値の最大化を図りつつ、持続的に成長していくためのビジネスモデル構築に努め

ています。

　当社の目指すビジネスモデルは「ストック型ビジネスモデル」です。当社は、創業以来「お客様第一」を

理念として業務を行って参りました。1990年代後半の「日本版ビッグバン」を契機に、「貯蓄から投資

へ」の推進に向け、お客様の資産を安全・着実にじっくりと増やすためにお役に立てる証券会社を目指

し、資産管理型アドバイスへの転換を図りました。

　具体的には、お客様のニーズや投資意向に沿って、安定的な運用を目指す「ベース資産」を土台と

し、当社グループの強みである中小型成長株での運用を組み合わせた中長期分散投資の対面でのア

ドバイスを行っております。

　そして現在、売買手数料中心の「フロー型ビジネスモデル」

から「ストック型ビジネスモデル」への転換を更に推し進めるべ

く、2026年3月までを目標とした新中期経営計画「3・D」を

2023年4月よりスタートさせました。個人のお客様、事業法人

様、機関投資家様、金融法人様など幅広いお客様のご期待に

応え、当社の経営の最重要指標である預り資産の拡大を軸

に、更なる成長を目指します。

　引き続き変わらぬご支援とご鞭撻を賜りますよう、宜しくお

願いいたします。

2023年8月1日
取締役（兼）代表執行役社長

新中期経営計画「3・D」始動

社 長 メ ッ セ ー ジ
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中期経営計画「3･D」
20数年来、売買手数料中心の「フロー型ビジネスモデ
ル」から、お預かりしている残高に係る信託報酬やラップ
フィーを中心とした「ストック型ビジネスモデル」への転換
に取り組んで参りました。
この「ストック型ビジネスモデル」への転換を一層加速さ
せるべく策定したのが、2026年３月末をターゲットとする
中期経営計画「３･Ｄ」です。

「３･Ｄ」は、中期経営計画の目標である「預り資産３兆円」、
ファンドラップと投資信託による「ストック型資産の倍増（Ｄ
ouble）」の「３」と「Ｄ」を合わせて略称としたものです。

「今までの日本にない証券会社をつくろう」を合言葉に、企業理念の中心に「いちよしのクレド」（2006年制定）を置き、その実
現に取り組んでいます。「クレド」とは企業の信条や行動指針を記したものです。「いちよしのクレド」は、当社が社会に存在する
意義について定めた全役職員共通の価値基準となっています。

お客様のためにやらないこと お客様のために為すべきことお客様のために為すべきこと

経営の最重要指標として、お客様からの信頼のバロメーターである「預り資産」の増加と「ストック型ビジネスモデル」の進捗
を表す「コストカバー率」の向上に取り組んでいます。

指標の推移

当社は創業以来「お客様第一」を理念として業務を行ってきました。1990年代後半の「日本版ビッグバン」を契機に、「貯蓄から投
資へ」の推進に向け、売買手数料中心の「フロー型ビジネスモデル」から、お客様の資産を安全・着実にじっくりと増やすための資産
管理アドバイス中心の「ストック型ビジネスモデル」への転換を図りました。
2000年には、お客様のためにならない商品を取り扱わないなど７つの原則を「いちよし基準」として定め「売れる商品でも、売

らない信念」としてお客様ポリシーを明確にいたしました。
そして現在、「貯蓄から資産形成へ」を推進すべく、お客様一人一人のニーズに合わせたポートフォリオ提案に取り組み、「お客

様独自のオーダーを仕立てる信念」をもう一つの柱として掲げ、「真のお客様本位の営業体制」の構築を推進しています。
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（2022年12月末現在）

お客様のご意向に沿ったご提案、およびアフターフォローにより預り資産の土台を拡大
「預り資産」拡大に向けた戦略

過去10年間の預り資産とコストカバー率の推移

具体的な取組みについては8ページ以降をご覧ください。具体的な取組みについては8ページ以降をご覧ください。

社会のために4 ●金融・証券市場の担い手として社会の発展に貢献する

株主のために3 ●持続的な業績向上を図り企業価値の増大に努める

お客様のために2 ●一人、一人の『いちばん』でありたい

社員のために1 ●社員の個性を尊重し人材の育成に努める

ステークホルダーに対する存在意義

企業価値向上への取組み
1 企業理念

2 ビジネスモデル

3 中期経営計画「３･D」

お客様のためにやらないこと
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トライアングル・ピラミッド経営とは、「お客様サービス」、「商品・運用」、「リサーチ」、「バックアップ」の正三角形４面体がそれぞ
れを支えあうことにより、各部門及び関係会社の機能を最大限に発揮させることを目的とした経営スタイルです。
さらに各部門のコ・ワーク（共同業務推進）によるシナジー効果により、お客様により良い商品、より良い情報、より良いサービ
スをご提供し、その結果として、お客様の大切な金融資産の運用及び企業経営のお役に立つことになると考えております。

https://www.ichiyoshi-research.co.jp/

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

いちよし経済研究所
三菱UFJモルガン・スタンレー証券　　
SMBC日興証券
みずほ証券　
野村證券
大和証券グループ
東海東京調査センター
SBI証券
クレディ・スイス証券
モルガン・スタンレーMUFG証券

16.85％
10.29％
9.73％
9.57％
8.86％
8.11％
7.38％
5.89％
4.43％
3.19％

証券会社名 アクセス比率順位
IFA（独立系ファイナンシャルアドバイザー）の方々とともに、
お客様一人ひとりの将来のプランに合ったお客様の資産形成の
アドバイスを行っています。

いちよしIFA Ichiyoshi IFA Co., Ltd.

● いちよしグループの『真のお客様本位の経営』にご賛同いただける方々を、
パートナー（IFA）として求めています。

● いちよしIFAはいちよし証券の100％子会社として金融商品仲介業の登録をしており、
個人IFAの方々と委任契約をしております。

● IFA業務はコンプライアンス以外の制約がなく、非出社型ビジネスモデルで、
日本全国どこでもタブレット端末一台で営業活動が可能です。

https://www.ichiyoshi-fa.co.jp/

いちよしアセットマネジメント Ichiyoshi Asset Management Co., Ltd.

投資信託委託業務のほか、機関投資家、投資信託に対する
投資一任・助言業務を展開する資産運用会社です。
● グループの中小型、新興成長企業の発掘・運用ノウハウを結集したアセッ
トマネジメントビジネスを主力とし、お客様のニーズに合わせて、アセッ
ト・アロケーションを含めた幅広い運用商品の提供を目指しています。

● 継続性と一貫性のある企業リサーチにより、企業の中長期的な利益成長
を重視したアクティブ運用を行うことで超過収益の獲得を目指します。

▶運用受託資産残高の推移
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▶いちよし経済研究所のフォロー企業のイメージ

4 トライアングル・ピラミッド経営

いちよしグループのリサーチ部門として、日本の中小型成長企業に特化した調査を行っています。
● 2022年べストリサーチハウス・ランキング、中小型株部門でトップ。旧新興市場部門から19年連続して首位。
● 常時10数名の証券アナリストを有し、全員が中小型成長企業の調査に従事しています。調査対象はIT、ハイテクなど、成長分野を幅広く
網羅します。

● 継続的に調査・分析しレポートを発行するユニバース企業は約500社、それ以外にも年間約200社の上場企業のレポートを発行しています。
● 「企業レポート」の他に、「業界分析」や「トップインタビュー」など、年間約3,000本のレポートを投資家の皆様に配信しています。

Ichiyoshi Research Institute Inc.

5 関係会社情報

いちよし経済研究所

https://www.ichiyoshiam.jp/

▶運用資産上位3ファンド（2023年3月）

出所：アイフィスジャパン機関投資家アクセス・シェア調査「2022年ベストリサーチハウス・ランキング」

▶中小型株部門アクセス比率ランキング

（注）2023年7月現在　出所：いちよし経済研究所

デイリー企業コメント掲載企業数 約760社

レポート作成企業数 約740社

ユニバース銘柄企業数 約500社

レーティング企業数
約300社

全上場企業数 約4,000社

いちよしIFA
（登録外務員）
金融商品仲介業務

いちよし証券
金融商品取引業者

口座管理

金融・
有価証券の受渡し

受入書類の
連携等

業務
サポート

資産運用の
ご提案

申込相談

お客様

商品部門
ファンドラップ部門

本社部門

お客様

リサーチ

独立ファイナンシャルアドバイザー

アドバイザー本部
アドバイザーサポート本部
法人部門
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主に法人向けビジネスとして、
複合代理店業務、保険業務、不動産業務を行っています。

いちよしビジネスサービス Ichiyoshi Business Service Co., Ltd.

● 複合代理店業務では、主に企業などの総務部門の「困った」を解決することに主眼を
置き、現在はオフィス用品販売や災害・防災対応、効率アップとコストダウンなどの
様々なソリューションビジネスを展開しています。

● 企業を取り巻くリスクに備えた各種保険、従業員向けの団体契約・団体扱契約の保険
も多数取り揃えています。

● 不動産業務では、不動産関連サービスとして、価格査定サービス、不動産の売買仲介
業務等を行っています。また、パートナー企業との連携により法人様向け社宅斡旋
サービスを行っています。

https://www.ichiyoshi-bs.co.jp/
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サステナビリティへの取組み
1 サステナビリティ基本方針

2 重要課題（マテリアリティ）

3 ESG、SDGsについての取組み
当社は、創業以来のこれまでの取組みやその集大成である「いちよしのクレド」の考え方に基づき、証券業を通じて様々なス

テークホルダーへの課題に対して行動するとともに、持続的な企業価値の向上に取り組んで参りました。
より一層この取組みを強化するとともに、サステナブルな社会の実現に貢献するための基本的な考え方として「サステナビリ
ティ基本方針」を策定いたしました。

当社のみならず社会全体に存在する課題の中から、当社として取り組むべき課題を重要課題（マテリアリティ）として特定しま
した。この課題解決のための取組みについては進捗を管理し、定期的に見直しを図って参ります。

サステナビリティ基本方針

｢いちよしのクレド｣の下、環境や社会、地域を取巻く様々な課題に取り組み、
その発展に貢献することにより、金融・証券界において持続的に成長していくため、
より強固なビジネスモデルの構築と企業価値の向上に努めます。

お客様のために
●中長期分散投資で預り資産拡大を重視した「ストック型ビジネスモデル」の進展
●お客様独自のオーダーにお応えできるリサーチ力、運用力、アドバイス力の強化
●お客様の利便性向上に資するサービス、デジタル化の強化

社員のために

●社員の働きがいを醸成する企業文化の浸透とエンゲージメントの強化
●時代の変化に対応できる人材教育の充実と社員研修の強化
●ジェンダーに配慮した働きやすさの実現
●多様な働き方を考慮した人事、給与制度の構築

株主のために

●実効性と透明性の高いガバナンス体制の維持・向上
●資本の有効活用と株主還元の実行
●職業倫理やコンプライアンスに反する行為に対する未然防止態勢の構築
●気候変動を含むリスク管理の強化

社会のために

●CO₂排出量削減への取組み強化
●地域貢献への取組み強化
●金融リテラシー向上への貢献
●SDGsに貢献する商品の開発、取扱い

ESG、SDGsについての当社の取組みに対する外部評価

※FTSE Russell（FTSE International Limited と Frank Russell Companyの登録商標）はここにいちよし証券株式会社が第三者調査の結果、FTSE Blossom Japan Sector 
Relative Index組み入れの要件を満たし、本インデックスの構成銘柄となったことを証します。FTSE Blossom Japan Sector Relative Indexはサステナブル投資のファンドや他
の金融商品の作成・評価に広く利用されます。

取組み ESG要素 SDGsへの貢献

G

G

G

S,G

G

指名委員会等設置会社・
執行役員制度
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株主還元の考え方

リスクマネジメント

株主のために社員のために
取組み ESG要素 SDGsへの貢献
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S
働きやすい、
やりがいがある職場づくり

女性活躍制度・
女性管理職登用

取組み ESG要素 SDGsへの貢献

経済・金融の変化へ対応
（低金利時代の運用）

お客様独自のオーダーを
仕立てる信念

S,G

S

S

S

S

S

売れる商品でも、
売らない信念

お客様本位の
ストック型ビジネスモデル

フィンテックの進展への対応
（ハイブリッド営業、生産性向上）

銀行・証券界の変革へ対応
（顧客本位の業務運営）

お客様のために

いちよしSDGs
中小型株ファンドの募集

E,S

人生100年時代への対応
（健康寿命伸長での資産管理）

S

社会のために
取組み ESG要素 SDGsへの貢献

E

E

S

S小児医療プロジェクト

盲導犬育成プロジェクト

環境保全
（エコカー・再生紙・冷暖房）

マングローブの森
プロジェクト

S校舎建設プロジェクト

本社ビル屋上菜園
プロジェクト E,S

2 0 2 3年にE SG指数である
「FTSE Blossom Japan Sector 
Relative Index」の採用銘柄とな
りました。この指数は、各セクター
において相対的に、環境、社会、ガ
バナンスのESG対応に優れた日
本企業のパフォーマンスを反映
する目的で作成された指数です。

東京証券業健康保険組合が取り
組んでいる「健康企業宣言」へ参
加し、企業と全従業員が一体と
なり健康づくりに取り組んでい
ます。定められた7分野18項目
への達成基準をクリアし、健康優
良企業として「銀の認定」を取得
いたしました（健銀第599号）。

2021年に厚生労働省
より「えるぼし認定」の
最高位の認定を受けま
した。「えるぼし認定」は
一定基準を満たし、女
性の活躍促進に関する
状況などが優良な企業
を認定する制度です。

▶ https://www.ftserussell.com/products/indices/blossom-japan

（※）

▶ https://www.ichiyoshi.co.jp/esg/relation
各取組みの詳細につきましては当社ホームページをご参照ください 
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4 社員のために
当社の社章とロゴにあしらわれているストライプは、「いちよしのクレド」の経営理念や経営目標の実現に向けてのシンボルです。
お客様それぞれのご要望やご相談に対してお役に立つことで「安心」「信頼」していただき、「お客様、一人、一人の『いちばん』」

になり、末永くお付き合いいただける企業でありたいという、私たちの志と思いの象徴です。

5 お客様のために

「いちよしのクレド」に「社員のために」として「社員の個性を尊重し人材の育成に努める」と掲げているとおり、人材こそが成長
の源泉であり、最大の先行投資の対象であると認識しております。そして、重要課題（6ページ参照）の具体的な取組みとして
「時代の変化に対応できる人材教育の充実と社員研修の強化」を掲げ、継続して取り組んで参ります。

人材育成方針

当社は、お客様の最善の利益を図るべく誠実・公正に業
務を行うために、「お客様のためにやらないこと」「お客様
のために為すべきこと」（2ページ参照）を、当社の企業文
化として定着するように努めています。
具体的には、右図のように資産運用に関するご意向や将
来のライフプランをお伺いし、「T-port」を活用してお客様
の「潜在的なニーズ」を汲み取って参ります。「潜在的な
ニーズ」を把握したうえで客観的かつ専門的見地に基づい
たお勧めのポートフォリオと投資対象をご提案します。

｢お客様の最善の利益」を図るべく、
誠実・公正に業務を行います

業績評価体系は、お客様からの信頼のバロメーターである「預り資産の純増」を重視する一方、「手数料」については、評価項
目全体の16％としておりましたが、2019年10月より、「手数料」の割合を無くし、より中長期分散投資を軸とする「お客様から
の信頼のバロメーターである、お預かりする資産の残高」を重視する業績評価体系としております。

「お客様本位の業務運営」の職員に対する適切な動機付け

お客様目線で業務を見直し、サービス・商品についての改善策や方策を検討・実行している「お客様信頼向上委員会」におい
て、お客様本位のサービス・満足度向上に向けて定期的に「お客様満足度調査」を実施しています。調査結果や調査過程、また
日頃よりいただいているご意見をもとに、より一層の信頼向上につながるよう努めております。

お客様の声を信頼向上につなげる取組み

▶研修体系

2017年より「働きやすい・やりがいがある職場作り」を目指し、50を超える項目について半年に一度、その進捗を精査してお
ります。重要課題（6ページ参照）として、「社員の働きがいを醸成する企業文化の浸透とエンゲージメントの強化」、「ジェンダー
に配慮した働きやすさの実現」、「多様な働き方を考慮した人事、給与制度の構築」を掲げ、継続して取り組んで参ります。

社内環境整備方針

当社では、多様化する社会に対して持続的な企業価値の発展を図るためには、女性の活躍が不可欠と考えておりま
す。女性がいきいきと活躍するための雇用環境の整備に取り組んでおり、継続勤続年数等の男女差縮小に向けた環境
整備と管理職に占める女性割合を高める施策等を実施しております。

多様性への対応

▶多様性に対する取組みの進捗状況

女性管理職比率
男性の育児休業取得率

男女の平均継続勤続年数

20％（2026年3月末）
70％

男女間差異3年
（2026年3月末）

目　標 2023年3月末
16.1％
57.1％

男性：16年11カ月
女性：12年9カ月

係長～課長代理新入社員～主任 課長～部長 役　員

2015年
49.0％

2016年
49.2％

2017年
51.2％

2018年
51.2％

管理職に占める中途採用者の割合の推移（各年3月末）
2019年
53.7％

2020年
52.0％

2021年
47.5％

2022年
45.8％

2023年
47.0％

70.8％
45.5％（2023年4月入社）

58.9％

2023年3月末
男女間の賃金差異
新卒採用における女性採用比率
有給休暇の取得率

集合研修
オンライン研修

社内訓練

自己研鑽

通信教育

階層別研修、職種別研修

中途採用者導入研修

新入社員導入研修

フォローアップ研修 新任部支店長研修

インストラクター研修 新任課長研修

キャリアアップ ・ポスト・プログラム

コンプライアンス試験、個人情報保護・情報セキュリティ研修

エチケットマナー向上推進会議

職場教育（OJT）

新商品勉強会、マクロ経済勉強会

資格・技能・語学・マネジメント・パソコン・教養 他

自己成長プログラム

総合評価

満足・どちらかといえば満足
どちらともいえない
どちらかといえば満足していない・満足していない
無回答

71.6% 17.7% 9.3%

サステナビリティへの取組み

ヒアリングを通じた
次世代情報の収集

STEP2

質問を通じたお客様との会話
の中で次世代ニーズに対応す
るヒアリングを行います

定期的な
アフターフォローを実施します

STEP5

時間とともに変化するお客様
の資産内容・運用ニーズを定期
的に見直します

お勧めのポートフォリオと
投資対象の明示

STEP3

お勧めのポートフォリオ、各資産
クラスでの具体的な商品を提示
します。また、より深く運用ニー
ズをお伺いいたします。

お客様の資産ニーズに
基づいた商品提案

STEP4

お客様の資産ニーズに基づい
たお勧めのポートフォリオに合
わせた商品提案

お客様の資産内容と
運用ニーズのお伺い

STEP1

お客様の資産内容・運用ニーズ
を「T-port」の7つの質問を通
じて行います

▶お客様満足度調査（2022年）
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4 社員のために
当社の社章とロゴにあしらわれているストライプは、「いちよしのクレド」の経営理念や経営目標の実現に向けてのシンボルです。
お客様それぞれのご要望やご相談に対してお役に立つことで「安心」「信頼」していただき、「お客様、一人、一人の『いちばん』」

になり、末永くお付き合いいただける企業でありたいという、私たちの志と思いの象徴です。

5 お客様のために

「いちよしのクレド」に「社員のために」として「社員の個性を尊重し人材の育成に努める」と掲げているとおり、人材こそが成長
の源泉であり、最大の先行投資の対象であると認識しております。そして、重要課題（6ページ参照）の具体的な取組みとして
「時代の変化に対応できる人材教育の充実と社員研修の強化」を掲げ、継続して取り組んで参ります。

人材育成方針

当社は、お客様の最善の利益を図るべく誠実・公正に業
務を行うために、「お客様のためにやらないこと」「お客様
のために為すべきこと」（2ページ参照）を、当社の企業文
化として定着するように努めています。
具体的には、右図のように資産運用に関するご意向や将

来のライフプランをお伺いし、「T-port」を活用してお客様
の「潜在的なニーズ」を汲み取って参ります。「潜在的な
ニーズ」を把握したうえで客観的かつ専門的見地に基づい
たお勧めのポートフォリオと投資対象をご提案します。

｢お客様の最善の利益」を図るべく、
誠実・公正に業務を行います

業績評価体系は、お客様からの信頼のバロメーターである「預り資産の純増」を重視する一方、「手数料」については、評価項
目全体の16％としておりましたが、2019年10月より、「手数料」の割合を無くし、より中長期分散投資を軸とする「お客様から
の信頼のバロメーターである、お預かりする資産の残高」を重視する業績評価体系としております。

「お客様本位の業務運営」の職員に対する適切な動機付け

お客様目線で業務を見直し、サービス・商品についての改善策や方策を検討・実行している「お客様信頼向上委員会」におい
て、お客様本位のサービス・満足度向上に向けて定期的に「お客様満足度調査」を実施しています。調査結果や調査過程、また
日頃よりいただいているご意見をもとに、より一層の信頼向上につながるよう努めております。

お客様の声を信頼向上につなげる取組み

▶研修体系

2017年より「働きやすい・やりがいがある職場作り」を目指し、50を超える項目について半年に一度、その進捗を精査してお
ります。重要課題（6ページ参照）として、「社員の働きがいを醸成する企業文化の浸透とエンゲージメントの強化」、「ジェンダー
に配慮した働きやすさの実現」、「多様な働き方を考慮した人事、給与制度の構築」を掲げ、継続して取り組んで参ります。

社内環境整備方針

当社では、多様化する社会に対して持続的な企業価値の発展を図るためには、女性の活躍が不可欠と考えておりま
す。女性がいきいきと活躍するための雇用環境の整備に取り組んでおり、継続勤続年数等の男女差縮小に向けた環境
整備と管理職に占める女性割合を高める施策等を実施しております。

多様性への対応

▶多様性に対する取組みの進捗状況

女性管理職比率
男性の育児休業取得率

男女の平均継続勤続年数

20％（2026年3月末）
70％

男女間差異3年
（2026年3月末）

目　標 2023年3月末
16.1％
57.1％

男性：16年11カ月
女性：12年9カ月

係長～課長代理新入社員～主任 課長～部長 役　員

2015年
49.0％

2016年
49.2％

2017年
51.2％

2018年
51.2％

管理職に占める中途採用者の割合の推移（各年3月末）
2019年
53.7％

2020年
52.0％

2021年
47.5％

2022年
45.8％

2023年
47.0％

70.8％
45.5％（2023年4月入社）

58.9％

2023年3月末
男女間の賃金差異
新卒採用における女性採用比率
有給休暇の取得率

集合研修
オンライン研修

社内訓練

自己研鑽

通信教育

階層別研修、職種別研修

中途採用者導入研修

新入社員導入研修

フォローアップ研修 新任部支店長研修

インストラクター研修 新任課長研修

キャリアアップ ・ポスト・プログラム

コンプライアンス試験、個人情報保護・情報セキュリティ研修

エチケットマナー向上推進会議

職場教育（OJT）

新商品勉強会、マクロ経済勉強会

資格・技能・語学・マネジメント・パソコン・教養 他

自己成長プログラム

総合評価

満足・どちらかといえば満足
どちらともいえない
どちらかといえば満足していない・満足していない
無回答

71.6% 17.7% 9.3%

サステナビリティへの取組み

ヒアリングを通じた
次世代情報の収集

STEP2

質問を通じたお客様との会話
の中で次世代ニーズに対応す
るヒアリングを行います

定期的な
アフターフォローを実施します

STEP5

時間とともに変化するお客様
の資産内容・運用ニーズを定期
的に見直します

お勧めのポートフォリオと
投資対象の明示

STEP3

お勧めのポートフォリオ、各資産
クラスでの具体的な商品を提示
します。また、より深く運用ニー
ズをお伺いいたします。

お客様の資産ニーズに
基づいた商品提案

STEP4

お客様の資産ニーズに基づい
たお勧めのポートフォリオに合
わせた商品提案

お客様の資産内容と
運用ニーズのお伺い

STEP1

お客様の資産内容・運用ニーズ
を「T-port」の7つの質問を通
じて行います

▶お客様満足度調査（2022年）
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6 株主のために 7 社会のために

▶自己株式の消却

（参考）2023年3月末発行済株式総数…40,431,386株（うち自己株式 6,668,047株）

自己株式取得・消却 取得単価 消却率
11,841,000株
1,699,200株
1,957,500株

2,000,000株
2,000,000株

20.2％
3.5％
4.2％

5.5％
19,497,700株

4.5％

264.55円
1,032.31円
673.03円
870.53円
645.35円

1998年9月～2004年1月
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2008年11月～2009年1月
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2022年5月
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34
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▶配当状況

中間配当

記念配当
期末配当

サステナビリティへの取組み

当社は、2003年6月より現在の指名委員会等設置会社に移行しました。その結果、経営の意思決定・監督機能と業務執行機
能が、各々有効に機能するように制度的に分離されたガバナンス体制となりました。具体的には、経営の意思決定・監督は取締
役会及び各委員会が行い、実際の業務執行は執行役及びそれを補佐する執行役員が行っています。

日本コーポレート・ガバナンス研究所（JCGR）が、2002年から東京証券取
引所第一部上場企業を対象に、毎年行っている調査です。
各企業のコーポレート・ガバナンスの状態を調査し、どの程度満たしている
か指標化したものです。
令和元年よりJCGRの独立を機にコーポレートガバナンス・コードやスチュ
ワードシップ・コードを反映させ、調査内容を刷新し配点も大きく変更。連
続性の観点から2017年までの調査を「第1期調査」、2019年以降の調査
を「第2期調査」としています。

JCGIndexとは・・・
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
10

85.9
84.9
82.0
81.6
78.9
78.8
77.9
76.6
76.0
74.9
74.9

ソニーグループ株式会社
株式会社荏原製作所
双日株式会社
エーザイ株式会社
株式会社りそなホールディングス
日本板硝子株式会社
オムロン株式会社
いちよし証券株式会社
株式会社セブン＆アイ・ホールディングス
日本精工株式会社
泉州電業株式会社

企業名順位 JCGIndex

「JCG Index 上位10社（2022年）」

▶第20回コーポレート・ガバナンス調査

■ コーポレート・ガバナンス

■ 社会貢献活動の一例

校舎建設プロジェクト いちよしマングローブの森
プロジェクト

人道医療支援
プロジェクト

いちよし盲導犬
育成プロジェクト

当社は20年来、様々な社会貢献活動に取り組んでおります。

途上国の子どもたちの学習環境を改善
するために、校舎建設プロジェクトへの
寄付を通じて支援。

新興国の温暖化被害の対策となる天然
の堤防“マングローブ”の植林･保全活
動に寄付を通じて支援。

悲惨な環境下で苦しむ人々に、ポリオワ
クチンやマラリアの治療薬などのごく
基礎的な医療の提供、保健機関の再構
築、現地スタッフの育成等の活動に寄
付を通じて支援。

盲導犬の育成と視覚障がいリハビリ
テーション事業を基に視覚障がい者
の社会参加を促進し、視覚障がい者福
祉の増進に寄与する活動に寄付を通
じて支援。

東アジア中心に
8ヶ国
12校建設

（1996年～2023年3月現在）

累計植林数
約455,000本
（2009年～2023年3月現在）

※2015年度から「気候変動被害を受ける
　コミュニティ支援プロジェクト」も同時進行中

小児用
予防接種ワクチン
約1,017,000人相当

（2009年～2023年3月現在）

盲導犬
7頭がデビュー
（2005年～2023年3月現在）

語り/三田寛子 企画協力/CFA 制作/BS朝日

日本には四季がある、折々の出会いもある。
日本各地の祭りや行事に集まる人々、四季の花々、季節の生き物たちなど、
心温まる季節感を全国各地に追って紹介します。味わいのある集いをお楽しみ下さい。

「暦に集う」
毎週日曜よる8時54分～
※放送時間は変更になる場合があります

■ 提供番組のご案内

当社として取り組むべき重要課題の一つとして「CO₂排出量削減への取組
み強化」を掲げ、気候変動に取り組む社会の一員として貢献していきたいと
考えております。この取組みを社内外に伝える気候関連財務情報開示の重
要性に鑑み、気候関連財務情報タスクフォース（TCFD）に賛同し、これに基
づく情報開示の拡充にも取り組んで参ります。
複数の気候変動の将来予測シナリオを参照し、当社のサステナビリティに関

する考え方やビジネスモデルにおいて気候変動がどのような影響を与えるか
検証した結果、低炭素社会への移行に関するリスクや気候変動による物理的
なリスクなどが想定されますが、当社の事業に重大な影響を与えるものでは
ないと認識しております。状況変化を監視し定期的な検証を継続いたします。

▶【参考データ】GHG排出量 （単位：t-CO2）

■ 気候変動への取組み

当社は、株主還元を経営上の重要課題と捉えています。業績連動型の配当方針を基本とし、配当性向をベースとした配当を
行っていますが、株主の皆様への適切な利益還元を継続して充実させていくことを目的として、純資産配当率（DOE）について
も勘案して配当額を決定しています。
具体的には、連結ベースでの配当性向（50％程度）と純資産配当率（DOE2％程度）を配当基準とし、半期毎に算出された金

額について、いずれか高いものを採用して配当金を決定しています。
以上の配当方針に基づき、2023年3月期の剰余金の配当は、中間配当、期末配当ともに連結純資産配当率を算出基準として

採用し、当期の1株当たりの配当金は中間配当17円、期末配当17円の合計34円としております。

■ 株主還元策

詳細はJCGRホームページをご参照ください ▶
J C G R https://jcgr.org検索
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933.72

合　計

1,438.87
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6 株主のために 7 社会のために

▶自己株式の消却

（参考）2023年3月末発行済株式総数…40,431,386株（うち自己株式 6,668,047株）
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▶配当状況

中間配当

記念配当
期末配当

サステナビリティへの取組み

当社は、2003年6月より現在の指名委員会等設置会社に移行しました。その結果、経営の意思決定・監督機能と業務執行機
能が、各々有効に機能するように制度的に分離されたガバナンス体制となりました。具体的には、経営の意思決定・監督は取締
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各企業のコーポレート・ガバナンスの状態を調査し、どの程度満たしている
か指標化したものです。
令和元年よりJCGRの独立を機にコーポレートガバナンス・コードやスチュ
ワードシップ・コードを反映させ、調査内容を刷新し配点も大きく変更。連
続性の観点から2017年までの調査を「第1期調査」、2019年以降の調査
を「第2期調査」としています。

JCGIndexとは・・・
1
2
3
4
5
6
7
8
9
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78.9
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77.9
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76.0
74.9
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小児用
予防接種ワクチン
約1,017,000人相当

（2009年～2023年3月現在）

盲導犬
7頭がデビュー
（2005年～2023年3月現在）
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行っていますが、株主の皆様への適切な利益還元を継続して充実させていくことを目的として、純資産配当率（DOE）について
も勘案して配当額を決定しています。
具体的には、連結ベースでの配当性向（50％程度）と純資産配当率（DOE2％程度）を配当基準とし、半期毎に算出された金
額について、いずれか高いものを採用して配当金を決定しています。
以上の配当方針に基づき、2023年3月期の剰余金の配当は、中間配当、期末配当ともに連結純資産配当率を算出基準として
採用し、当期の1株当たりの配当金は中間配当17円、期末配当17円の合計34円としております。
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連結損益計算書（2023年及び2022年3月31日に終了した連結会計年度）連結貸借対照表（2023年及び2022年3月31日に終了した連結会計年度）

営業収益
 受入手数料※

 トレーディング損益
 金融収益
 その他の営業収益
金融費用
純営業収益
販売費・一般管理費
 取引関係費
 人件費
 不動産関係費
 事務費
 減価償却費
 租税公課
 その他
営業利益
営業外収益
 投資有価証券配当金
 投資事業組合運用益
 受取保険金及び配当金
 その他
営業外費用
 投資事業組合運用損
 その他
経常利益
特別利益
 投資有価証券売却益
 新株予約権戻入益
 金融商品取引責任準備金戻入
特別損失
 固定資産除却損
 固定資産売却損
 投資有価証券売却損
 投資有価証券評価損
 和解金
税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益

科目
16,666
16,219

71
168
207
41

16,625
15,459
1,393
8,181
2,315
2,100
480
260
727
1,166
66
14
11
22
18
16
14
1

1,216
2
2
0
ー
2
0
ー
ー
ー
2

1,216
395
63
458
758
758

2023
19,591
18,986
161
216
227
38

19,553
16,232
1,390
8,709
2,371
2,234
544
292
688
3,321
131
18
66
16
29
9
6
3

3,443
162
85
65
11
24
0
5
5
13
ー

3,581
901
154
1,055
2,526
2,526

2022科目

（負債の部）
流動負債
　　トレーディング商品
　　　　デリバティブ取引　　
　　約定見返勘定
　　信用取引負債
　　　　信用取引借入金
　　　　信用取引貸証券受入金
　　有価証券担保借入金
　　　　有価証券貸借取引受入金
　　預り金
　　受入保証金
　　短期借入金
　　リース債務
　　未払法人税等
　　賞与引当金
　　その他の流動負債
固定負債
　　長期借入金
　　リース債務
　　再評価に係る繰延税金負債
　　その他の固定負債
特別法上の準備金
　　金融商品取引責任準備金
負債合計
（純資産の部）
株主資本
　　資本金
　　資本剰余金
　　利益剰余金
　　自己株式
その他の包括利益累計額
　　その他有価証券評価差額金
　　土地再評価差額金
　　退職給付に係る調整累計額
新株予約権
純資産合計
負債・純資産合計　

2023

14,501
0
0
ー

3,982
3,170
812
268
268
7,415
1,270
230
6

209
333
785
172
106
18
7
38
170
170

14,844

29,006
14,577
5,562
13,160
△4,293
△1,193

45
△1,125
△113
12

27,826
42,670

2022

17,516
ー
ー
７

3,144
2,869
275
221
221
9,296
2,408
230
4

706
390
1,106
183
126
11
7
37
170
170

17,870

31,035
14,577
6,885
13,670
△4,098
△992
43

△1,125
89
22

30,064
47,935

（資産の部）
流動資産
　　現金・預金
　　預託金
　　トレーディング商品
　　　　商品有価証券等
　　　　デリバティブ取引
　　約定見返勘定
　　信用取引資産
　　　　信用取引貸付金
　　　　信用取引借証券担保金
　　有価証券担保貸付金
　　　　借入有価証券担保金
　　立替金
　　募集等払込金
　　短期貸付金
　　有価証券
　　未収収益
　　その他の流動資産
　　貸倒引当金
固定資産
　　有形固定資産
　　　　建物
　　　　器具備品
　　　　土地
　　　　リース資産（純額）
　　無形固定資産
　　　　ソフトウエア
　　　　その他
　　投資その他の資産
　　　　投資有価証券
　　　　長期貸付金
　　　　長期差入保証金
　　　　退職給付に係る資産
　　　　繰延税金資産
　　　　その他
　　　　貸倒引当金
資産合計

科目

37,105
15,173
6,450
13
13
ー
0

10,119
9,539
579
20
20
106
2,062

0
1,000
1,720
439
△2

5,564
3,048
1,079
600
1,344
24
448
434
14

2,067
876
24
926
124
118
76

△79
42,670

2023

42,003
16,714
8,890
23
23
0
ー

10,114
9,919
195
ー
ー
68

3,305
3

1,000
1,766
121
△3

5,931
3,162
1,192
619
1,333
16
528
527
1

2,239
871
25
914
339
91
78

△79
47,935

2022
（単位：百万円）（単位：百万円） （単位：百万円）

受入手数料
 委託手数料
 引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料
 募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料
 その他の受入手数料
　　　（受益証券）
　　　　（受益証券残高に係る信託報酬）
　　　　（運用に係る信託報酬）
　　　　（ファンドラップに係るフィー等）

科目
16,219
4,615
131
2,680
8,791
8,275
3,972
1,968
2,334

2023
18,986
5,486
591
3,832
9,076
8,564
4,133
1,830
2,599

2022
※受入手数料の内訳 （単位：百万円）

財務セクション
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連結損益計算書（2023年及び2022年3月31日に終了した連結会計年度）連結貸借対照表（2023年及び2022年3月31日に終了した連結会計年度）

営業収益
 受入手数料※

 トレーディング損益
 金融収益
 その他の営業収益
金融費用
純営業収益
販売費・一般管理費
 取引関係費
 人件費
 不動産関係費
 事務費
 減価償却費
 租税公課
 その他
営業利益
営業外収益
 投資有価証券配当金
 投資事業組合運用益
 受取保険金及び配当金
 その他
営業外費用
 投資事業組合運用損
 その他
経常利益
特別利益
 投資有価証券売却益
 新株予約権戻入益
 金融商品取引責任準備金戻入
特別損失
 固定資産除却損
 固定資産売却損
 投資有価証券売却損
 投資有価証券評価損
 和解金
税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益

科目
16,666
16,219

71
168
207
41

16,625
15,459
1,393
8,181
2,315
2,100
480
260
727
1,166
66
14
11
22
18
16
14
1

1,216
2
2
0
ー
2
0
ー
ー
ー
2

1,216
395
63
458
758
758

2023
19,591
18,986
161
216
227
38

19,553
16,232
1,390
8,709
2,371
2,234
544
292
688
3,321
131
18
66
16
29
9
6
3

3,443
162
85
65
11
24
0
5
5
13
ー

3,581
901
154
1,055
2,526
2,526

2022科目

（負債の部）
流動負債
　　トレーディング商品
　　　　デリバティブ取引　　
　　約定見返勘定
　　信用取引負債
　　　　信用取引借入金
　　　　信用取引貸証券受入金
　　有価証券担保借入金
　　　　有価証券貸借取引受入金
　　預り金
　　受入保証金
　　短期借入金
　　リース債務
　　未払法人税等
　　賞与引当金
　　その他の流動負債
固定負債
　　長期借入金
　　リース債務
　　再評価に係る繰延税金負債
　　その他の固定負債
特別法上の準備金
　　金融商品取引責任準備金
負債合計
（純資産の部）
株主資本
　　資本金
　　資本剰余金
　　利益剰余金
　　自己株式
その他の包括利益累計額
　　その他有価証券評価差額金
　　土地再評価差額金
　　退職給付に係る調整累計額
新株予約権
純資産合計
負債・純資産合計　

2023

14,501
0
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12

27,826
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　　無形固定資産
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9,539
579
20
20
106
2,062

0
1,000
1,720
439
△2

5,564
3,048
1,079
600
1,344
24
448
434
14

2,067
876
24
926
124
118
76

△79
42,670

2023

42,003
16,714
8,890
23
23
0
ー

10,114
9,919
195
ー
ー
68

3,305
3

1,000
1,766
121
△3

5,931
3,162
1,192
619
1,333
16
528
527
1

2,239
871
25
914
339
91
78

△79
47,935

2022
（単位：百万円）（単位：百万円） （単位：百万円）

受入手数料
 委託手数料
 引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料
 募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料
 その他の受入手数料
　　　（受益証券）
　　　　（受益証券残高に係る信託報酬）
　　　　（運用に係る信託報酬）
　　　　（ファンドラップに係るフィー等）

科目
16,219
4,615
131
2,680
8,791
8,275
3,972
1,968
2,334

2023
18,986
5,486
591
3,832
9,076
8,564
4,133
1,830
2,599

2022
※受入手数料の内訳 （単位：百万円）

財務セクション
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証券取引法に基づく証券業者としての登録を受ける。

大阪証券取引所（現・株式会社大阪取引所）の正会員となる。

一吉証券株式会社に商号を変更する。

一吉不動産株式会社（1999年6月、いちよしビジネスサービス株式会社に商号変更
（現・連結子会社））を設立する。

改正証券取引法に基づく証券業の免許を受ける。

東京証券取引所（現・株式会社東京証券取引所）の正会員となる。

一吉投資顧問株式会社を設立し、調査部門を分離独立する。

香港駐在員事務所を現地法人化して、一吉国際（香港）有限公司を設立する。

株式会社一吉調査センター（1990年4月、株式会社一吉証券経済研究所に商号変更）を
設立し、一吉投資顧問株式会社の調査部門を同社に移管する。

東京証券取引所、大阪証券取引所の市場第二部に上場する。

改正証券取引法に基づく証券会社として登録。

「一吉証券株式会社」から「いちよし証券株式会社」に商号変更する。

本店を東京都中央区に移転する。

「一吉投資顧問株式会社」から「いちよし投資顧問株式会社」に商号変更する。

「株式会社一吉証券経済研究所」から「株式会社いちよし経済研究所」に商号変更する。

いちよし投資顧問株式会社を連結子会社とする。

株式会社いちよし経済研究所を連結子会社とする。

委員会等設置会社（現・指名委員会等設置会社）へ移行する。

東京証券取引所、大阪証券取引所の市場第一部銘柄に指定される。

株式会社いちよしIR研究所を設立し連結子会社とする。

金融商品取引法に基づく金融商品取引業者としての登録を受ける。

執行役員制度を導入する。

株式会社いちよしIR研究所を清算する。

一吉国際（香港）有限公司を清算する。

飯田證券株式会社を持分法適用関連会社とする。

環証券株式会社と合併する。

大北証券株式会社を持分法適用関連会社とする。

飯田證券株式会社と合併する。

佐世保證券株式会社と合併する。

伊勢証券株式会社と合併する。

「いちよし投資顧問株式会社」から「いちよしアセットマネジメント株式会社」に商号変更する。

大北証券株式会社と合併する。

いちよしアセットマネジメント株式会社において投資信託委託業務（投資信託の設定・運用業務）を開始する。

西脇証券株式会社と合併する。

本社を東京証券会館（中央区日本橋茅場町）に移転する。

いちよしファイナンシャルアドバイザー株式会社（現・いちよしIFA株式会社）を設立し連結子会社とする。

東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からプライム市場に移行。

▲

1948年（昭和23年）10月

▲

1949年（昭和24年）4月

▲

1950年（昭和25年）8月

▲

1962年（昭和37年）12月

▲

1968年（昭和43年）4月

▲

1971年（昭和46年）10月

▲

1986年（昭和61年）10月

▲

1986年（昭和61年）11月

▲

1987年（昭和62年）5月

▲

1989年（平成元年）4月

▲

1998年（平成10年）12月

▲

2000年（平成12年）7月

▲

2000年（平成12年）7月

▲

2000年（平成12年）7月

▲

2000年（平成12年）7月

▲

2000年（平成12年）12月

▲

2000年（平成12年）12月

▲

2003年（平成15年）6月

▲

2006年（平成18年）3月

▲

2006年（平成18年）7月

▲

2007年（平成19年）9月

▲

2009年（平成21年）2月

▲

2009年（平成21年）8月

▲

2010年（平成22年）2月

▲

2010年（平成22年）2月

▲

2010年（平成22年）4月

▲

2010年（平成22年）10月

▲

2011年（平成23年）1月

▲

2011年（平成23年）1月

▲

2012年（平成24年）2月

▲

2012年（平成24年）5月

▲

2013年（平成25年）3月

▲

2014年（平成26年）4月

▲

2014年（平成26年）12月

▲

2019年（令和元年）9月

▲

2020年（令和2年）1月

▲

2022年（令和4年）4月

大阪府　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
大阪支店
〒541-0043 大阪市中央区高麗橋3-1-6
関電不動産高麗橋ビル 1階
TEL.06-4980-2001
難波支店
〒542-0076 大阪市中央区難波2-1-2　
太陽生命難波ビル 3階
TEL.06-7178-0001
今里支店
〒537-0012 大阪市東成区大今里1-37-21
サンブライトプラザ 2階
TEL.06-6972-3121
針中野支店
〒546-0014 大阪市東住吉区鷹合2-1-11
TEL.06-6691-5451
石橋支店
〒563-0023 池田市井口堂3-1-7　
ヴィラ・ウノカ 1階
TEL.072-761-1441
岸和田支店
〒596-0057 岸和田市筋海町6-10
第2渡辺ビル
TEL.072-437-2551
枚方支店
〒573-0027 枚方市大垣内町1-4-30
TEL.072-846-2561
八尾支店
〒581-0802 八尾市北本町1-2-12
TEL.072-923-4741

京都府
伏見支店
〒612-8362 京都市伏見区西大手町307-30
エイトビル
TEL.075-601-6271

和歌山県
御坊支店
〒644-0011 御坊市湯川町財部646-15
TEL.0738-22-2001
田辺支店
〒646-0032 田辺市下屋敷町30-2
TKCビル 1階
TEL.0739-26-7400
環支店
〒647-0010 新宮市丹鶴3-5-5
TEL.0735-22-8121

兵庫県
西宮支店
〒662-0832 西宮市甲風園1-10-8
ワークステージ西宮ビル 2階
TEL.0798-77-6711
神戸支店
〒650-0033 神戸市中央区江戸町95
井門神戸ビル 2階
TEL.078-321-1811
加古川支店
〒675-0064 加古川市加古川町溝之口623　
加古川タイホービル
TEL.079-426-4031
西脇支店
〒677-0043 西脇市下戸田92-3
TEL.0795-22-3361
プラネットプラザ加西
〒675-2303 加西市北条町古坂241
TEL.0790-42-5101

奈良県　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　
高田支店
〒635-0087 大和高田市内本町7-31
TEL.0745-52-6801
学園前支店
〒631-0036 奈良市学園北1-1-1　
ル・シエル学園前北ビル 4階
TEL.0742-51-5811

近　畿
東京都
本社
〒103-0025 中央区日本橋茅場町1-5-8
東京証券会館（総合受付5階）
TEL.03-4346-4500
本店資産アドバイザー部
〒103-0025 中央区日本橋茅場町1-5-8
東京証券会館（総合受付5階）
TEL.03-6670-6220
プラネットプラザ成増
〒175-0094 板橋区成増1-28-12
シモダビル5階
TEL.03-6670-6290
中野支店
〒164-0001 中野区中野5-65-3　
A-01bldg 6階
TEL.03-4213-1301
赤坂支店
〒107-0052 港区赤坂3-2-6
赤坂光映ビル 2階
TEL.03-3586-8311
プラネットプラザ成城
〒157-0066 世田谷区成城6-16-7
SEIJYO SIX BLD.
TEL.03-5490-7071
中目黒支店
〒153-0043 目黒区東山1-6-2
TPR中目黒ビル 2階
TEL.03-3794-1691
プラネットプラザ自由が丘
〒158-0083 世田谷区奥沢5-26-4
自由が丘SKビル
TEL.03-6316-2561
吉祥寺支店
〒180-0005 武蔵野市御殿山1-1-3
クリスタルパークビル 6階
TEL.0422-76-5811

いちよしダイレクト
フリーダイヤル 0120-039-144
（平日8:30～17:00）

神奈川県
横浜支店
〒220-0004 横浜市西区北幸1-7-6
日土地横浜西口第一ビル
TEL.045-325-1001
プラネットプラザ小田原
〒250-0011 小田原市栄町1-14-52
MANAXビル 6階
TEL.0465-24-8021
プラネットプラザ藤沢
〒251-0052 藤沢市藤沢462
MEFULL藤沢 8階
TEL.045-610-3301
上大岡支店
〒233-0002 横浜市港南区上大岡西1-13-8
TEL.045-846-5911

千葉県
千葉支店
〒260-0028 千葉市中央区新町3-13
日本生命千葉駅前ビル 2階
TEL.043-248-5631
浦安支店
〒279-0002 浦安市北栄1-12-22
双葉ビル
TEL.047-354-3351
プラネットプラザ市川
〒272-0034 市川市市川1-22-6
市川GRビル 4階
TEL.047-325-3721

埼玉県
越谷支店
〒343-0845 越谷市南越谷1-16-8　
イーストサンビル5-1階
TEL.048-988-8261

関　東

福岡県
大牟田支店
〒836-0842 大牟田市有明町1-1-2　
大牟田ビル 1階
TEL.0944-54-0491
福岡支店
〒812-0011 福岡市博多区博多駅前1-15-20
NMF博多駅前ビル 7階
TEL.092-518-1161

長崎県
プラネットプラザ佐世保
〒857-0864 佐世保市戸尾町3-6
TEL.0956-55-1201
プラネットプラザ諫早
〒854-0025 諫早市八坂町1-13 
藤田ビル
TEL.0957-51-1101

佐賀県
プラネットプラザ唐津
〒847-0013 唐津市南城内1-1
大手口センタービル 2階
TEL.0955-72-4101
プラネットプラザ武雄
〒843-0024 武雄市武雄町富岡277
友廣テナント1階
TEL.0954-23-9801

九　州 中国･四国
岡山県
岡山支店
〒700-0907 岡山市北区下石井2-1-3
岡山第一生命ビルディング 1階
TEL.086-225-3111
倉敷支店
〒710-0055 倉敷市阿知1-15-3　
倉敷ビジネススクエア
TEL.086-426-9151

香川県　
小豆島支店
〒761-4121 小豆郡土庄町淵崎甲2063-1
TEL.0879-62-2231

愛知県
名古屋支店
〒450-0002 名古屋市中村区名駅2-45-7
松岡ビルディング 5階
TEL.052-747-3771
岡崎支店
〒444-0860 岡崎市明大寺本町1-34
岡崎センタービル
TEL.0564-77-9601

三重県
伊勢支店
〒516-0072 伊勢市宮後2-25-11
TEL.0596-20-0561
プラネットプラザ志摩
〒517-0501 志摩市阿児町鵜方2007-5
TEL.0599-44-0021

中　部

東　北
岩手県
盛岡支店
〒020-0022 盛岡市大通1-3-4
TEL.019-622-9271
水沢支店
〒023-0828 奥州市水沢東大通り2-1-1
エステート21
TEL.0197-27-0301

長野県
飯田支店
〒395-0043 飯田市通り町3-34
TEL.0265-55-1151
伊那支店
〒396-0015 伊那市中央4611-3
TEL.0265-73-8761

（2023年8月1日現在）営業拠点 会社沿革
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証券取引法に基づく証券業者としての登録を受ける。

大阪証券取引所（現・株式会社大阪取引所）の正会員となる。

一吉証券株式会社に商号を変更する。

一吉不動産株式会社（1999年6月、いちよしビジネスサービス株式会社に商号変更
（現・連結子会社））を設立する。

改正証券取引法に基づく証券業の免許を受ける。

東京証券取引所（現・株式会社東京証券取引所）の正会員となる。

一吉投資顧問株式会社を設立し、調査部門を分離独立する。

香港駐在員事務所を現地法人化して、一吉国際（香港）有限公司を設立する。

株式会社一吉調査センター（1990年4月、株式会社一吉証券経済研究所に商号変更）を
設立し、一吉投資顧問株式会社の調査部門を同社に移管する。

東京証券取引所、大阪証券取引所の市場第二部に上場する。

改正証券取引法に基づく証券会社として登録。

「一吉証券株式会社」から「いちよし証券株式会社」に商号変更する。

本店を東京都中央区に移転する。

「一吉投資顧問株式会社」から「いちよし投資顧問株式会社」に商号変更する。

「株式会社一吉証券経済研究所」から「株式会社いちよし経済研究所」に商号変更する。

いちよし投資顧問株式会社を連結子会社とする。

株式会社いちよし経済研究所を連結子会社とする。

委員会等設置会社（現・指名委員会等設置会社）へ移行する。

東京証券取引所、大阪証券取引所の市場第一部銘柄に指定される。

株式会社いちよしIR研究所を設立し連結子会社とする。

金融商品取引法に基づく金融商品取引業者としての登録を受ける。

執行役員制度を導入する。

株式会社いちよしIR研究所を清算する。

一吉国際（香港）有限公司を清算する。

飯田證券株式会社を持分法適用関連会社とする。

環証券株式会社と合併する。

大北証券株式会社を持分法適用関連会社とする。

飯田證券株式会社と合併する。

佐世保證券株式会社と合併する。

伊勢証券株式会社と合併する。

「いちよし投資顧問株式会社」から「いちよしアセットマネジメント株式会社」に商号変更する。

大北証券株式会社と合併する。

いちよしアセットマネジメント株式会社において投資信託委託業務（投資信託の設定・運用業務）を開始する。

西脇証券株式会社と合併する。

本社を東京証券会館（中央区日本橋茅場町）に移転する。

いちよしファイナンシャルアドバイザー株式会社（現・いちよしIFA株式会社）を設立し連結子会社とする。

東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からプライム市場に移行。

▲

1948年（昭和23年）10月

▲

1949年（昭和24年）4月

▲

1950年（昭和25年）8月

▲

1962年（昭和37年）12月

▲

1968年（昭和43年）4月

▲

1971年（昭和46年）10月

▲

1986年（昭和61年）10月

▲

1986年（昭和61年）11月

▲

1987年（昭和62年）5月

▲

1989年（平成元年）4月

▲

1998年（平成10年）12月

▲

2000年（平成12年）7月

▲

2000年（平成12年）7月

▲

2000年（平成12年）7月

▲

2000年（平成12年）7月

▲

2000年（平成12年）12月

▲

2000年（平成12年）12月

▲

2003年（平成15年）6月

▲

2006年（平成18年）3月

▲

2006年（平成18年）7月

▲

2007年（平成19年）9月

▲

2009年（平成21年）2月

▲

2009年（平成21年）8月

▲

2010年（平成22年）2月

▲

2010年（平成22年）2月

▲
2010年（平成22年）4月

▲
2010年（平成22年）10月

▲

2011年（平成23年）1月

▲

2011年（平成23年）1月

▲

2012年（平成24年）2月

▲

2012年（平成24年）5月

▲

2013年（平成25年）3月

▲

2014年（平成26年）4月

▲

2014年（平成26年）12月

▲

2019年（令和元年）9月

▲

2020年（令和2年）1月

▲

2022年（令和4年）4月

大阪府　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
大阪支店
〒541-0043 大阪市中央区高麗橋3-1-6
関電不動産高麗橋ビル 1階
TEL.06-4980-2001
難波支店
〒542-0076 大阪市中央区難波2-1-2　
太陽生命難波ビル 3階
TEL.06-7178-0001
今里支店
〒537-0012 大阪市東成区大今里1-37-21
サンブライトプラザ 2階
TEL.06-6972-3121
針中野支店
〒546-0014 大阪市東住吉区鷹合2-1-11
TEL.06-6691-5451
石橋支店
〒563-0023 池田市井口堂3-1-7　
ヴィラ・ウノカ 1階
TEL.072-761-1441
岸和田支店
〒596-0057 岸和田市筋海町6-10
第2渡辺ビル
TEL.072-437-2551
枚方支店
〒573-0027 枚方市大垣内町1-4-30
TEL.072-846-2561
八尾支店
〒581-0802 八尾市北本町1-2-12
TEL.072-923-4741

京都府
伏見支店
〒612-8362 京都市伏見区西大手町307-30
エイトビル
TEL.075-601-6271

和歌山県
御坊支店
〒644-0011 御坊市湯川町財部646-15
TEL.0738-22-2001
田辺支店
〒646-0032 田辺市下屋敷町30-2
TKCビル 1階
TEL.0739-26-7400
環支店
〒647-0010 新宮市丹鶴3-5-5
TEL.0735-22-8121

兵庫県
西宮支店
〒662-0832 西宮市甲風園1-10-8
ワークステージ西宮ビル 2階
TEL.0798-77-6711
神戸支店
〒650-0033 神戸市中央区江戸町95
井門神戸ビル 2階
TEL.078-321-1811
加古川支店
〒675-0064 加古川市加古川町溝之口623　
加古川タイホービル
TEL.079-426-4031
西脇支店
〒677-0043 西脇市下戸田92-3
TEL.0795-22-3361
プラネットプラザ加西
〒675-2303 加西市北条町古坂241
TEL.0790-42-5101

奈良県　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　
高田支店
〒635-0087 大和高田市内本町7-31
TEL.0745-52-6801
学園前支店
〒631-0036 奈良市学園北1-1-1　
ル・シエル学園前北ビル 4階
TEL.0742-51-5811

近　畿
東京都
本社
〒103-0025 中央区日本橋茅場町1-5-8
東京証券会館（総合受付5階）
TEL.03-4346-4500
本店資産アドバイザー部
〒103-0025 中央区日本橋茅場町1-5-8
東京証券会館（総合受付5階）
TEL.03-6670-6220
プラネットプラザ成増
〒175-0094 板橋区成増1-28-12
シモダビル5階
TEL.03-6670-6290
中野支店
〒164-0001 中野区中野5-65-3　
A-01bldg 6階
TEL.03-4213-1301
赤坂支店
〒107-0052 港区赤坂3-2-6
赤坂光映ビル 2階
TEL.03-3586-8311
プラネットプラザ成城
〒157-0066 世田谷区成城6-16-7
SEIJYO SIX BLD.
TEL.03-5490-7071
中目黒支店
〒153-0043 目黒区東山1-6-2
TPR中目黒ビル 2階
TEL.03-3794-1691
プラネットプラザ自由が丘
〒158-0083 世田谷区奥沢5-26-4
自由が丘SKビル
TEL.03-6316-2561
吉祥寺支店
〒180-0005 武蔵野市御殿山1-1-3
クリスタルパークビル 6階
TEL.0422-76-5811

いちよしダイレクト
フリーダイヤル 0120-039-144
（平日8:30～17:00）

神奈川県
横浜支店
〒220-0004 横浜市西区北幸1-7-6
日土地横浜西口第一ビル
TEL.045-325-1001
プラネットプラザ小田原
〒250-0011 小田原市栄町1-14-52
MANAXビル 6階
TEL.0465-24-8021
プラネットプラザ藤沢
〒251-0052 藤沢市藤沢462
MEFULL藤沢 8階
TEL.045-610-3301
上大岡支店
〒233-0002 横浜市港南区上大岡西1-13-8
TEL.045-846-5911

千葉県
千葉支店
〒260-0028 千葉市中央区新町3-13
日本生命千葉駅前ビル 2階
TEL.043-248-5631
浦安支店
〒279-0002 浦安市北栄1-12-22
双葉ビル
TEL.047-354-3351
プラネットプラザ市川
〒272-0034 市川市市川1-22-6
市川GRビル 4階
TEL.047-325-3721

埼玉県
越谷支店
〒343-0845 越谷市南越谷1-16-8　
イーストサンビル5-1階
TEL.048-988-8261

関　東

福岡県
大牟田支店
〒836-0842 大牟田市有明町1-1-2　
大牟田ビル 1階
TEL.0944-54-0491
福岡支店
〒812-0011 福岡市博多区博多駅前1-15-20
NMF博多駅前ビル 7階
TEL.092-518-1161

長崎県
プラネットプラザ佐世保
〒857-0864 佐世保市戸尾町3-6
TEL.0956-55-1201
プラネットプラザ諫早
〒854-0025 諫早市八坂町1-13 
藤田ビル
TEL.0957-51-1101

佐賀県
プラネットプラザ唐津
〒847-0013 唐津市南城内1-1
大手口センタービル 2階
TEL.0955-72-4101
プラネットプラザ武雄
〒843-0024 武雄市武雄町富岡277
友廣テナント1階
TEL.0954-23-9801

九　州 中国･四国
岡山県
岡山支店
〒700-0907 岡山市北区下石井2-1-3
岡山第一生命ビルディング 1階
TEL.086-225-3111
倉敷支店
〒710-0055 倉敷市阿知1-15-3　
倉敷ビジネススクエア
TEL.086-426-9151

香川県　
小豆島支店
〒761-4121 小豆郡土庄町淵崎甲2063-1
TEL.0879-62-2231

愛知県
名古屋支店
〒450-0002 名古屋市中村区名駅2-45-7
松岡ビルディング 5階
TEL.052-747-3771
岡崎支店
〒444-0860 岡崎市明大寺本町1-34
岡崎センタービル
TEL.0564-77-9601

三重県
伊勢支店
〒516-0072 伊勢市宮後2-25-11
TEL.0596-20-0561
プラネットプラザ志摩
〒517-0501 志摩市阿児町鵜方2007-5
TEL.0599-44-0021

中　部

東　北
岩手県
盛岡支店
〒020-0022 盛岡市大通1-3-4
TEL.019-622-9271
水沢支店
〒023-0828 奥州市水沢東大通り2-1-1
エステート21
TEL.0197-27-0301

長野県
飯田支店
〒395-0043 飯田市通り町3-34
TEL.0265-55-1151
伊那支店
〒396-0015 伊那市中央4611-3
TEL.0265-73-8761

（2023年8月1日現在）営業拠点 会社沿革
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取締役　後列左より ： 沼田 優子、真下 陽子、五木田 彬、掛谷 建郎、平野 英治　　前列左より ： 山﨑 昇一、武樋 政司、玉田 弘文

● 発行済株式総数 40,431,386株（うち自己株式6,668,047株）
● 株主数 16,335名
● 株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行
● 監査法人 EY新日本有限責任監査法人

大株主上位10名及びその持株数

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

株式会社野村総合研究所

いちよし証券従業員持株会

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT

山中克彦

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505044

ジャフコ グループ株式会社

JP MORGAN CHASE BANK 385781

平和不動産株式会社

13.33
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0.72

4,502

1,214

879

806

677

400

390

300

266

245

株主名 持株数（千株） 株主構成比率（％）

※自己株式を除く

※2023年8月4日に2,500,000株の自己株式消却を行ったため、発行済株式の総数は37,931,386株となりました。

取締役の有する経験及び専門性（スキル・マトリックス）

● 会社名 いちよし証券株式会社（証券コード：8624）
● 創立 1950年（昭和25年）8月18日
● 本社所在地 東京都中央区日本橋茅場町1丁目5番8号 東京証券会館
● 資本金 145億77百万円
● 従業員数（連結） 975名
● 上場市場 東京証券取引所プライム市場

所有者別株主構成比率 株価の推移（東京証券取引所 各月ベース）

個人等
63.04％

その他の法人
6.02％

外国法人等
10.41％

金融機関等
20.53％
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武樋  政司

玉田　弘文

山﨑　昇一

五木田　彬

掛谷　建郎

真下　陽子

平野　英治

沼田　優子

取締役
代表執行役社長

取締役
執行役専務

社外取締役／独立役員
指名委員（委員長）
監査委員（委員長）
社外取締役
独立役員
報酬委員（委員長）

社外取締役
独立役員

社外取締役
独立役員
指名委員／監査委員
社外取締役
独立役員
報酬委員／監査委員

取締役会長
取締役会議長
指名委員／報酬委員

グローバル人事・労務
･総務

内部統制･
リスク管理

法律･
コンプライアンス

財務･会計
･金融証券業企業経営･

ガバナンス

（2023年3月31日現在）株式情報 （2023年6月24日現在）取締役・執行役

（2023年3月31日現在）会社概要
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取締役　後列左より ： 沼田 優子、真下 陽子、五木田 彬、掛谷 建郎、平野 英治　　前列左より ： 山﨑 昇一、武樋 政司、玉田 弘文

● 発行済株式総数 40,431,386株（うち自己株式6,668,047株）
● 株主数 16,335名
● 株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行
● 監査法人 EY新日本有限責任監査法人

大株主上位10名及びその持株数

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

株式会社野村総合研究所

いちよし証券従業員持株会

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT

山中克彦

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505044

ジャフコ グループ株式会社

JP MORGAN CHASE BANK 385781

平和不動産株式会社
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※自己株式を除く

※2023年8月4日に2,500,000株の自己株式消却を行ったため、発行済株式の総数は37,931,386株となりました。

取締役の有する経験及び専門性（スキル・マトリックス）

● 会社名 いちよし証券株式会社（証券コード：8624）
● 創立 1950年（昭和25年）8月18日
● 本社所在地 東京都中央区日本橋茅場町1丁目5番8号 東京証券会館
● 資本金 145億77百万円
● 従業員数（連結） 975名
● 上場市場 東京証券取引所プライム市場

所有者別株主構成比率 株価の推移（東京証券取引所 各月ベース）
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取締役会議長
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グローバル人事・労務
･総務

内部統制･
リスク管理

法律･
コンプライアンス

財務･会計
･金融証券業企業経営･

ガバナンス

（2023年3月31日現在）株式情報 （2023年6月24日現在）取締役・執行役

（2023年3月31日現在）会社概要
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インベスターズガイド
【2023年3月期】

本誌の記載内容は今後予告無く変更されることがあります。
2023年8月　いちよし証券作成


